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 津市農業委員会の委員の選挙区及び各選挙区において選挙すべき委員の数に

関する条例をここに公布する。 

平成１８年６月２８日 

 

                      津市長 松 田 直 久 

 

津市条例第２９９号 

    津市農業委員会の委員の選挙区及び各選挙区において選挙すべき委員の

数に関する条例  

 農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第１０条の２第２項

及び第３項の規定に基づき、津市農業委員会の選挙による委員の選挙区及び各

選挙区において選挙すべき委員の数は、それぞれ別表のとおりとする。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の規定は、この条例の施行の日以後最初に行われる津市農業委員

会の選挙による委員の一般選挙から適用する。 
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別表  

選 挙 区 名  選    挙    の    区    域  
選挙すべき

委 員 の 数

第１選挙区 第２選挙区から第１１選挙区までの区域以外の区域 ４人  

第２選挙区  

津市支所及び出張所設置条例（平成１８年津市条例

第１２号。以下「支所等設置条例」という。）第３

条に規定する津市高野尾出張所、津市大里出張所、

津市一身田出張所、津市白塚出張所及び津市栗真出

張所の所管区域 

４人  

第３選挙区  

支所等設置条例第３条に規定する津市藤水出張所、

津市高茶屋出張所及び津市雲出出張所並びに支所等

設置条例第２条に規定する津市香良洲総合支所の所

管区域 

３人  

第４選挙区  
支所等設置条例第２条に規定する津市久居総合支所

の所管区域 
６人  

第５選挙区  
支所等設置条例第２条に規定する津市河芸総合支所

の所管区域 
３人  

第６選挙区  
支所等設置条例第２条に規定する津市芸濃総合支所

の所管区域 
４人  

第７選挙区  
支所等設置条例第２条に規定する津市美里総合支所

の所管区域 
２人  

第８選挙区  
支所等設置条例第２条に規定する津市安濃総合支所

の所管区域 
４人  

第９選挙区  
支所等設置条例第２条に規定する津市一志総合支所

の所管区域 
３人  

第 10選挙区  
支所等設置条例第２条に規定する津市白山総合支所

の所管区域 
３人  

第 11選挙区  
支所等設置条例第２条に規定する津市美杉総合支所

の所管区域 
４人  
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 津市障害者介護給付費等の支給に関する審査会の委員の定数を定める条例を

ここに公布する。  
  平成１８年６月２８日  
 

                   津市長 松 田 直 久  
 

津市条例第３００号  
   津市障害者介護給付費等の支給に関する審査会の委員の定数を定める条  

 例  
 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第１６

条第１項の規定に基づき、同法第１５条に規定する障害者介護給付費等の支

給に関する審査会（以下「審査会」という。）の委員の定数を定めるものと

する。 

 （審査会の委員の定数） 

第２条 審査会の委員の定数は、１５人以内とする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 津市安濃農民研修センターの設置及び管理に関する条例をここに公布する。 

  平成１８年６月２８日 

 

                      津市長 松 田 直 久 

 

津市条例第３０１号 

   津市安濃農民研修センターの設置及び管理に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２ 

 第１項の規定に基づき、安濃農民研修センター（以下「センター」という。） 

 の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （設置） 

第２条 農業の振興及び農業生産性の向上を図るため、センターを設置する。 

 （名称及び位置） 

第３条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

 ⑴ 名称 津市安濃農民研修センター 

 ⑵ 位置 津市安濃町川西１３１０番地１ 

 （使用者の範囲） 

第４条 センターを使用することができる者は、本市の区域内に住所を有し、 

 農業に従事している者その他市長が適当と認める者とする。 

 （使用の許可） 

第５条 センターを使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可（以下「使 

 用許可」という。）を受けなければならない。 

２ 市長は、センターの管理上必要があるときは、使用許可に条件を付すこと 

 ができる。 

 （使用の制限） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、使用許可を 

 しないものとする。 

 ⑴ 公の秩序又は風俗を乱すおそれのあるとき。 

 ⑵ 施設、設備器具等を損傷し、又は滅失するおそれのあるとき。 

 ⑶ その他管理上支障を来すおそれのあるとき。 

 （使用料） 
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第７条 使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、別表に定める使 

 用料を当該使用許可の際に納付しなければならない。 

 （使用料の減免） 

第８条 市長は、前条の規定にかかわらず、国及び地方公共団体並びにそれら 

 の機関その他公共的団体等が使用する場合で、特に必要があると認めるとき 

 は、使用料を減額し、又は免除することができる。 

 （使用料の還付） 

第９条 既納の使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当す 

 るときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 ⑴ 使用者の責めによらない理由により使用することができないとき。 

 ⑵ 使用しようとする日の２日前までに使用許可の取消しを届け出たとき。 

 （権利譲渡等の禁止） 

第１０条 使用者は、使用の権利を譲渡し、又は転貸してはならない。 

 （使用許可の取消し等） 

第１１条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使用を停 

 止し、又は使用許可を取り消すことができる。 

 ⑴ 偽りその他不正の手段により使用許可を受けたとき。 

 ⑵ 許可を受けた目的に反して、施設及び設備器具を使用したとき。 

 ⑶ 第６条各号のいずれかに該当するに至ったとき。 

 ⑷ この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

２ 前項の場合において、使用者に損害が生じても、本市は、その責めを負わ 

 ない。 

 （原状回復の義務） 

第１２条 使用者は、施設及び設備器具の使用を終えたとき、又は使用を停止 

 されたとき、若しくは使用許可を取り消されたときは、直ちに原状に回復し 

 なければならない。 

 （損害賠償の義務） 

第１３条 使用者その他センターを利用する者（以下「使用者等」という。） 

 が、故意又は過失により施設、設備器具等を損傷し、又は滅失したときは、 

 市長の定める額を賠償しなければならない。 

 （使用者等に対する指示） 

第１４条 市長は、センターの管理上必要があるときは、使用者等に対し指示 

 をすることができる。 

 （委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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   附 則 

 この条例は、平成１８年７月１日から施行する。 
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別表（第７条関係） 

津市安濃農民研修センターの使用料 

                              単位 円 

時間区分 

 

 

使用区分 

午前８時３０

分から正午ま

で 

午後１時から

午後５時まで

 

午後６時から

午後１０時ま

で 

午 前 ８ 時 ３ ０

分 か ら 午 後 １

０時まで 

大研修室 ２，０００ ２，０００ ２，５００ ５，０００

第１研修室 １，０００ １，０００ １，２５０ ２，５００

第２研修室 １，０００ １，０００ １，２５０ ２，５００

生活改善室 １，０００ １，０００ １，２５０ ２，５００

和室 １，０００ １，０００ １，２５０ ２，５００

〔備考〕 

  冷暖房時の使用料については、当該使用料の１０分の３の額を加算す

る。 
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 津市贄崎地区防災コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例をここ

に公布する。  
  平成１８年６月２８日  
 

        津市長 松 田 直 久   
 
津市条例第３０２号 

   津市贄崎地区防災コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例  
 （趣旨）  
第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２

第１項の規定に基づき、防災コミュニティセンター（以下「センター」とい

う。）の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。  
 （設置）  
第２条 災害発生時における住民の避難場所に供し、災害応急対策の拠点とす

るとともに、住民相互の連帯意識の高揚を図り、住民の地域活動の拠点とし

て、健全な地域社会の形成に寄与するため、センターを設置する。  
 （名称及び位置）  
第３条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。  
 ⑴ 名称 津市贄崎地区防災コミュニティセンター  
 ⑵ 位置 津市港町１番２３号 

 （使用の許可）  
第４条 別表に掲げる施設を使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可（  

以下「使用許可」という。）を受けなければならない。  
２ 市長は、センターの管理上必要があるときは、使用許可に条件を付すこと

ができる。  
 （使用の優先）  
第５条 災害発生時における住民の避難場所又は災害応急対策の拠点とするた

めに使用するときは、他のいかなる場合の使用より優先する。  
 （使用の制限）  
第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、使用許可を

しないものとする。  
 ⑴ 公の秩序又は風俗を乱すおそれのあるとき。 
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 ⑵ 施設、設備器具等を損傷し、又は滅失するおそれのあるとき。 

 ⑶ その他管理上支障を来すおそれのあるとき。  
 （使用料）  
第７条 使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、別表に定める使

用料を当該使用許可の際に納付しなければならない。  
 （使用料の減免）  
第８条 市長は、前条の規定にかかわらず、国及び地方公共団体並びにそれら

の機関その他公共的団体等が使用する場合で、特に必要があると認めるとき

は、使用料を減額し、又は免除することができる。  
 （使用料の還付）  
第９条 既納の使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当す

るときは、その全部又は一部を還付することができる。  
 ⑴ 使用者の責めによらない理由により使用することができないとき。 

 ⑵ 使用しようとする日の２日前までに使用許可の取消しを届け出たとき。 

 （権利譲渡等の禁止）  
第１０条 使用者は、使用の権利を譲渡し、又は転貸してはならない。  
 （使用許可の取消し等）  
第１１条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使用を停

止し、又は使用許可を取り消すことができる。  
 ⑴ 偽りその他不正の手段により使用許可を受けたとき。  
 ⑵ 許可を受けた目的に反して、施設及び設備器具を使用したとき。  
 ⑶ 第６条各号のいずれかに該当するに至ったとき。  
 ⑷ この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。  
２ 前項の場合において、使用者に損害が生じても、本市は、その責めを負わ

ない。  
 （原状回復の義務）  
第１２条 使用者は、施設及び設備器具の使用を終えたとき、又は使用を停止

されたとき、若しくは使用許可を取り消されたときは、直ちに原状に回復し

なければならない。  
 （損害賠償の義務）  
第１３条 使用者その他センターを利用する者（以下「使用者等」という。）

が、故意又は過失により施設、設備器具等を損傷し、又は滅失したときは、

市長の定める額を賠償しなければならない。  
 （使用者等に対する指示）  
第１４条 市長は、センターの管理上必要があるときは、使用者等に対し指示
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をすることができる。  
 （委任）  
第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  
   附 則  
 この条例は、平成１８年８月５日から施行する。ただし、第４条から第１１  
条まで、第１５条及び別表の規定は、同年７月２５日から施行する。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

12



別表（第４条、第７条関係）  
 

津市贄崎地区防災コミュニティセンターの使用料  
 

    単位 円  
時間区分  

 
使用区分  

午前９時から

午後０時３０

分まで  

午後１時から

午後５時まで

午後６時から

午後９時３０

分まで  

午 前 ９ 時 か ら

午 後 ９ 時 ３ ０

分まで  
集会室１  
集会室２  

８００  ８００ １，１００ ２，１００

〔備考〕  
  冷暖房時の使用料については、当該使用料の１０分の３の額を加算する。
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 委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。  
  平成１８年６月２８日  
                                                         

                      津市長 松 田 直 久  
 
津市条例第３０３号  
   委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例  
 委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１８年津市条例第４

３号）の一部を次のように改正する。  
 別表中  
「児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害月額 １３，４３０円  
 
 者手当及び重度心身障害者等介護手当の認               を  
 
 定医                                    」  
「児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害月額 １３，４３０円  

 
 者手当及び重度心身障害者等介護手当の認  
 
 定医  

 
障害者介護給付費等の支給に関する審査会日額 ２３，６００円    に  

 
の合議体の長及びその職務を代理した委員  
 
障害者介護給付費等の支給に関する審査会日額 ２０，４００円  

 
委員                                              」  
 

改める。  
附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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 津市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を 

改正する条例をここに公布する。 

  平成１８年６月２８日 

 

津市長 松 田 直 久    

 

津市条例第３０４号 

   津市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一 

部を改正する条例 

 津市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（平成１ 

８年津市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

 第８条第１号中「監獄」を「刑事施設」に改める。 

 第１０条の２第２号を次のように改める。 

 ⑵ 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第１２項に規定 

する障害者支援施設（次号において「障害者支援施設」という 。） に入所 

している場合（同条第６項に規定する生活介護（次号において「生活介護」 

という 。） を受けている場合に限る 。） 

 第１０条の２に次の１号を加える。 

⑶ 障害者支援施設（生活介護を行うものに限る 。） に準ずる施設として市 

長が定めるものに入所している場合 

附 則 

 この条例中第８条第１号の改正規定は公布の日から、その他の規定は平成１ 

８年１０月１日から施行する。 
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 津市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成１８年６月２８日 

 

津市長 松 田 直 久  

 

津市条例第３０５号 

   津市市税条例の一部を改正する条例 

 津市市税条例（平成１８年津市条例第７１号）の一部を次のように改正する。 

 第３４条の２中「損害保険料控除額」を「地震保険料控除額」に改める。 

 第３４条の３第１項を次のように改める。 

  所得割の額は、課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所得金額

の合計額に、１００分の６を乗じて得た金額とする。 

 第３４条の４を削り、第３４条の５を第３４条の４とし、第３４条の５の２

を第３４条の４の２とし、同条の次に次の１条を加える。 

 （調整控除） 

第３４条の５ 所得割の納税義務者については、その者の第３４条の３の規定

による所得割の額から、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定

める金額を控除する。 

 ⑴ 当該納税義務者の第３４条の３第２項に規定する課税総所得金額、課税

退職所得金額及び課税山林所得金額の合計額（以下この条において「合計

課税所得金額」という 。） が２００万円以下である場合 次に掲げる金額

のうちいずれか少ない金額の１００分の３に相当する金額 

  ア ５万円に、当該納税義務者が法第３１４条の６第１号イの表の上欄に

掲げる者に該当する場合においては、当該納税義務者に係る同表の下欄

に掲げる金額を合算した金額を加算した金額 

  イ 当該納税義務者の合計課税所得金額 

 ⑵ 当該納税義務者の合計課税所得金額が２００万円を超える場合 アに掲

げる金額からイに掲げる金額を控除した金額（当該金額が５万円を下回る

場合には、５万円とする 。） の１００分の３に相当する金額 

  ア ５万円に、当該納税義務者が法第３１４条の６第１号イの表の上欄に

掲げる者に該当する場合においては、当該納税義務者に係る同表の下欄

に掲げる金額を合算した金額を加算した金額 
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  イ 当該納税義務者の合計課税所得金額から２００万円を控除した金額 

 第３４条の６中「第３４条の４」を「前条」に改める。 

 第３４条の７第１項中「場合には、当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割

額に１００分の６８」を「場合には、当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割

額に５分の３」に改め、 「（ 法第３７条の３の規定により控除されるべき額で

同条の所得割の額から控除しきれなかった金額があるときは、当該配当割額又

は当該株式等譲渡所得割額に１００分の６８を乗じて得た金額に当該控除しき

れなかった金額を加えた金額 ）」 を削り、「、第３４条の４及び前条」を「及

び前２条」に改め、同条第２項中「控除しきれなかった」を「控除することが

できなかった」に、「当該者」を「当該納税義務者の同項の申告書に係る年度

分の個人の県民税若しくは市民税に充当し、若しくは当該納税義務者」に改め、

同条に次の１項を加える。 

３ 法第３７条の３の規定により控除されるべき額で同条の所得割の額から控

除することができなかった金額があるときは、当該控除することができなか

った金額を第１項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額から控

除することができなかった金額とみなして、前項の規定を適用する。 

 第３６条の２第１項中「損害保険料控除額」を「地震保険料控除額」に改め、

同条第６項中「又は第３項」を「若しくは第３項」に、「又は公的年金等」を

「若しくは公的年金等」に改め、「交付されるもの」の次に「又は同条第４項

ただし書の規定により給与所得に係る源泉徴収票の交付を受けることができる

もの」を加える。 

 第５３条の４を次のように改める。 

 （分離課税に係る所得割の税率） 

第５３条の４ 分離課税に係る所得割の税率は、１００分の６とする。 

 第５７条及び第５９条中「第１０号の８」を「第１０号の７」に改める。 

 第９５条中「２，７４３円」を「３，０６４円」に改める。 

 附則第２条の３の次に次の１条を加える。 

第２条の３の２ 平成１９年度分の個人の市民税の所得割に限り、所得税の納

税義務者で、前年の合計所得金額が１２５万円以下であり、かつ、平成１７

年１月１日現在において年齢６５歳以上であったものの所得割（第２４条第

１項に規定する分離課税に係る所得割を除く。以下この条において同じ 。）

については、この条例の規定中所得割に関する部分（第３４条の７第１項を

除く 。） を適用した場合における所得割の額から、当該額の３分の１に相当

する額を控除するものとする。この場合における第３４条の７第１項の規定

の適用については、同項中「第３４条の３及び前２条」とあるのは、「附則
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第２条の３の２」とする。 

 附則第２条の４中「第３４条の５及び第３４条の５の２」を「第３４条の４

及び第３４条の４の２」に改める。 

 附則第５条第２項中「第３４条の４」を「第３４条の５」に改め、同条第３

項中「前条」を「前２条」に改める。 

 附則第６条第１項中「附則第４条第４項第１号」を「附則第４条第１項第１

号」に、「附則第３４条第４項において準用する同条第１項後段及び第３項第

２号」を「附則第３４条第４項後段及び第６項第２号」に改め、同条第３項中

「附則第４条第４項第２号」を「附則第４条第１項第２号」に、「以下この項

において「通算後譲渡損失の金額」という 。） （この項の規定により前年前に

おいて控除されたものを除く 。」 を「この項の規定により前年前において控除

されたものを除く。以下この項において「通算後譲渡損失の金額」という 。」

に、「その提出期限までに提出した場合（市長においてやむを得ない事情があ

ると認める場合には、当該申告書をその提出期限後において市民税の納税通知

書が送達される時までに提出した場合を含む 。）」 を「提出した場合」に、「

附則第３４条第４項において準用する同条第１項後段」を「附則第３４条第４

項後段」に改め、同条第５項第１号中「雑損失」を「雑損失の金額」に、「通

算後譲渡損失 」」 を「通算後譲渡損失の金額 」」 に改める。 

 附則第６条の２第１項中「附則第４条の２第４項第１号」を「附則第４条の

２第１項第１号」に、「附則第３４条第４項において準用する同条第１項後段

及び第３項第２号」を「附則第３４条第４項後段及び第６項第２号」に改め、

同条第３項中「附則第４条の２第４項第２号」を「附則第４条の２第１項第２

号」に、「以下この項において「通算後譲渡損失の金額」という 。） （この項

の規定により前年前において控除されたものを除く 。」 を「この項の規定によ

り前年前において控除されたものを除く。以下この項において「通算後譲渡損

失の金額」という 。」 に、「その提出期限までに提出した場合（市長において

やむを得ない事情があると認める場合には、当該申告書をその提出期限後にお

いて市民税の納税通知書が送達される時までに提出した場合を含む 。）」 を「

提出した場合」に、「附則第３４条第４項において準用する同条第１項後段」

を「附則第３４条第４項後段」に改め、同条第５項第１号中「雑損失」を「雑

損失の金額」に、「通算後譲渡損失 」」 を「通算後譲渡損失の金額 」」 に改め

る。 

 附則第６条の３第１項中「附則第４条の３第３項により準用される同条第１

項」を「附則第４条の３第４項」に改め、同条第２項中「第４８条の７第１項

において準用する令第７条の１３第１項」を「第４８条の６第１項」に改める。 
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 附則第７条第１項中 「（ 利息の配当を除く 。）」 を削り、「第３４条の４」

を「第３４条の５」に改め、同条第２項中「前条」を「前２条」に改める。 

 附則第７条の２を次のように改める。 

第７条の２ 削除 

 附則第７条の２の次に次の１条を加える。 

 （個人の市民税の住宅借入金等特別税額控除） 

第７条の３ 平成２０年度から平成２８年度までの各年度分の個人の市民税に

限り、所得割の納税義務者が前年分の所得税につき租税特別措置法第４１条

又は第４１条の２の２の規定の適用を受けた場合（同法第４１条第１項に規

定する居住年が平成１１年から平成１８年までの各年である場合に限る 。）

においては、法附則第５条の４第６項に規定するところにより控除すべき額

（第３項において「市民税の住宅借入金等特別税額控除額」という 。） を、

当該納税義務者の第３４条の３及び第３４条の５の規定を適用した場合の所

得割の額から控除する。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３４条の７第１項の規定の適用に

ついては、同項中「前２条」とあるのは、「前２条並びに附則第７条の３第

１項」とする。 

３ 第１項の規定は、市民税の所得割の納税義務者が、当該年度の初日の属す

る年の３月１５日までに、施行規則で定めるところにより、同項の規定の適

用を受けようとする旨及び市民税の住宅借入金等特別税額控除額の控除に関

する事項を記載した申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が

送達される時までに提出されたものを含む 。） を、市長に提出した場合（法

附則第５条の４第９項の規定により税務署長を経由して提出した場合を含む。

に限り、適用する。 

）

 附則第８条第２項中「第３４条の４まで、第３４条の６及び附則第７条の規

定にかかわらず」を「第３４条の３まで、第３４条の５、第３４条の６、附則

第７条第１項及び前条第１項の規定にかかわらず」に改め、同項第１号中「１

００分の１」を「１００分の０．９」に改め、同項第２号中「第３４条の４ま

で」を「第３４条の３まで、第３４条の５」に、「及び附則第７条」を「、附

則第７条第１項及び前条第１項」に改め、同条第３項中「前条」を「前２条」

に改める。 

 附則第９条を次のように改める。 

 （市民税の分離課税に係る所得割の額の特例等） 

第９条 分離課税に係る所得割の額は、当分の間、第５３条の３及び第５３条

の４の規定を適用して計算した金額からその１０分の１に相当する金額を控
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除して得た金額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第５３条の８及び第５３条の１２第

１項の規定の適用については、これらの規定中「第５３条の４」とあるのは、

「第５３条の４並びに附則第９条第１項」とする。 

 附則第１６条の２第１項中「平成１５年７月１日」を「平成１８年７月１日

に、「２，９７７円」を「３，２９８円」に改め、同条第２項中「平成１５年

７月１日」を「平成１８年７月１日」に、「１，４１２円」を「１，５６４円

に改める。 

」

」

 附則第１６条の４第１項中「附則第３３条の３第１項」を「附則第３３条の

３第５項」に改め、同項第１号中「規定により」の次に「読み替えて」を加え、

「１００分の９」を「１００分の７．２」に改め、同条第２項中「附則第３３

条の３第２項」を「附則第３３条の３第６項」に改め、同条第３項第２号中「

第３４条の６、第３４条の７第１項及び附則第７条第１項」を「第３４条の５、

第３４条の６、第３４条の７第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第

１項」に改め、「場合の」を削り、「及び附則第１６条の４第１項」を「並び

に附則第１６条の４第１項」に改め、同項第４号中「及び」を「並びに」に改

め、同項第５号を削り、同条第４項中「附則第３３条の３第４項」を「附則第

３３条の３第８項」に改める。 

 附則第１７条第１項中「規定により」の次に「読み替えて」を加え、「１０

０分の３．４」を「１００分の３」に改め、同条第２項中「附則第３５条第５

項において準用する同条第１項後段」を「附則第３５条第５項後段」に改め、

同条第３項第２号中「第３４条の６、第３４条の７第１項及び附則第７条第１

項」を「第３４条の５、第３４条の６、第３４条の７第１項、附則第７条第１

項及び附則第７条の３第１項」に改め、「場合の」を削り、「及び附則第１７

条第１項」を「並びに附則第１７条第１項」に改め、同項第４号中「及び」を

「並びに」に改め、同項第５号を削る。 

 附則第１７条の２第１項中「附則第３４条の２第１項」を「附則第３４条の

２第４項」に改め、同項第１号中「１００分の２．７」を「１００分の２．４

に改め、同項第２号アを次のように改める。 

」

  ア ４８万円 

 附則第１７条の２第１項第２号イ中「１００分の３．４」を「１００分の３

に改め、同条第２項中「附則第３４条の２第２項」を「附則第３４条の２第５

項」に、「附則第３４条の２第７項」を「附則第３４条の２第９項」に改め、

同条第３項中「、第３７条の９の２又は第３７条の９の３」を「又は第３７条

の９の２から第３７条の９の４まで」に改める。 

」
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 附則第１７条の３第１項第１号中「１００分の２．７」を「１００分の２．

４」に改め、同項第２号アを次のように改める。 

  ア １４４万円 

 附則第１７条の３第１項第２号イ中「１００分の３．４」を「１００分の３

に改める。 

」

 附則第１８条第１項中「第５項において準用する附則第１７条第３項第１号

を「第５項第１号」に改め、「規定により」の次に「読み替えて」を加え、「

１００分の６」を「１００分の５．４」に改め、同条第２項中「附則第３４条

第４項において準用する同条第１項後段」を「附則第３４条第４項後段」に改

め、同条第３項中「附則第３５条第３項」を「附則第３５条第７項」に、「１

００分の６」を「１００分の５．４」に、「１００分の３．４」を「１００分

の３」に改め、同条第４項中「附則第３５条第３項」を「附則第３５条第７項

に改め、同条第５項を次のように改める。 

」

」

５ 第１項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 

 ⑴ 第３４条の２の規定の適用については、同条中「総所得金額」とあるの

は「総所得金額、附則第１８条第１項に規定する短期譲渡所得の金額」と

する。 

 ⑵ 第３４条の５、第３４条の６、第３４条の７第１項、附則第７条第１項

及び附則第７条の３第１項の規定の適用については、これらの規定中「所

得割の額」とあるのは「所得割の額並びに附則第１８条第１項の規定によ

る市民税の所得割の額」とする。 

 ⑶ 第３５条の規定の適用については、同条中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は附則第１８条第１項に規定する短期譲渡

所得の金額」と、「若しくは山林所得金額」とあるのは「、山林所得金額

若しくは租税特別措置法第３２条第１項に規定する短期譲渡所得の金額」

とする。 

 ⑷ 附則第５条の規定の適用については、同条第１項中「山林所得金額」と

あるのは「山林所得金額並びに附則第１８条第１項に規定する短期譲渡所

得の金額」と、同条第２項中「所得割の額」とあるのは「所得割の額並び

に附則第１８条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

 附則第１９条第１項中「附則第１８条第１項」を「附則第１８条第６項」に、

「以下この項及び次項並びに」を「当該市民税の所得割の納税義務者が法第２

３条第１項第１６号に規定する特定株式等譲渡所得金額（以下この項において

「特定株式等譲渡所得金額」という 。） に係る所得を有する場合には、当該特

定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額（第３３条第６項の規定により同条第

21



５項の規定の適用を受けないものを除く 。） を除外して算定するものとする。

以下この項及び」に、「第４項第１号」を「第２項第１号」に改め、「規定に

より」の次に「読み替えて」を加え、「１００分の３．４」を「１００分の３

に改め、同条第２項及び第３項を削り、同条第４項中「第１項の規定の適用が

ある場合」を「前項の規定の適用がある場合」に改め、同項第２号中「第３４

条の６、第３４条の７第１項及び附則第７条第１項」を「第３４条の５、第３

４条の６、第３４条の７第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項

に改め、「場合の」を削り、「及び附則第１９条第１項」を「並びに附則第１

９条第１項」に改め、「と、第３４条の７第１項中「同条第６項」とあるのは

「附則第１９条第３項 」」 を削り、同項第４号中「及び」を「並びに」に改め、

同項第５号を削り、同項を同条第２項とする。 

」

」

 附則第１９条の２第１項中「発生したことは当該特定管理株式の譲渡」の次

に 「（ 証券取引法（昭和２３年法律第２５号）第２条第２０項に規定する有価

証券先物取引の方法により行うものを除く。以下この項及び次項において同じ。

を加え、「附則第１８条の２第１項」を「附則第１８条の２第５項」に改め、

同条第２項中「、次条及び附則第１９条の４」を削り、「附則第１８条の２第

３項」を「附則第１８条の２第６項」に、「株式等」を「同法第３７条の１０

第２項に規定する株式等」に改め、同条第３項中「附則第１８条の２第４項」

を「附則第１８条の２第７項」に改める。 

）」

 附則第１９条の３中「附則第１８条の３第１項から第３項まで」を「附則第

１８条の３第５項から第７項まで」に、「同条第４項第１号」を「同条第２項

第１号」に、「１００分の２」を「１００分の１．８」に改める。 

 附則第１９条の４中「附則第３５条の２第１項」を「附則第３５条の２第６

項」に、「附則第３５条の２の４第１項及び第２項」を「附則第３５条の２の

４第４項及び第５項」に改める。 

 附則第１９条の５第１項中「附則第３５条の２の６第２項」を「附則第３５

条の２の６第８項」に改め、同条第２項中「から第３項まで」を削り、「附則

第１９条第１項及び附則第１９条の３中」を「附則第１９条第１項中」に、「

金額 。」」 を「金額とし 、」 と、附則第１９条の３中「計算した金額（」とあ

るのは「計算した金額（附則第１９条の５第１項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額 。」」 に改める。 

 附則第１９条の６第１項中「附則第３５条の３第１項」を「附則第３５条の

３第１１項」に、「附則第１８条の６第１項」を「附則第１８条の６第２２項

に改め、同条第３項中「附則第３５条の３第４項」を「附則第３５条の３第１

４項」に改め、同条第４項中「から第３項まで」を削り、「附則第１９条第１

」
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項及び附則第１９条の３中」を「附則第１９条第１項中」に、「金額 。」」 を

「金額とし 、」 と、附則第１９条の３中「計算した金額（」とあるのは「計算

した金額（附則第１９条の６第３項の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額 。」」 に改め、同条第７項中「附則第１８条の６第１３項」を「附則第

１８条の６第３５項」に、「附則第１８条の６第１４項」を「附則第１８条の

６第３６項」に改める。 

 附則第２０条の２第１項中「規定により」の次に「読み替えて」を加え、「

１００分の３．４」を「１００分の３」に改め、同条第２項第２号中「第３４

条の６、第３４条の７第１項及び附則第７条第１項」を「第３４条の５、第３

４条の６、第３４条の７第１項、附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項

に改め、「場合の」を削り、「及び附則第２０条の２第１項」を「並びに附則

第２０条の２第１項」に改め、同項第４号中「及び」を「並びに」に改め、同

項第５号を削る。 

」

 附則第２０条の３第１項中「附則第３５条の４の２第２項」を「附則第３５

条の４の２第８項」に改める。 

 附則第２０条の４第２項第２号中「第３４条の６、第３４条の７第１項及び

附則第７条第１項」を「第３４条の５、第３４条の６、第３４条の７第１項、

附則第７条第１項及び附則第７条の３第１項」に改め、「場合の」を削り、同

項第５号を削り、同条第３項中「１００分の６８（同日までに支払を受けるべ

きものにあっては、３分の２ ）」 を「５分の３」に、「１００分の３．４」を

「１００分の３」に、「１００分の２」を「１００分の１．８」に改め、同条

第５項第２号中「第３４条の６、第３４条の７第１項及び附則第７条第１項」

を「第３４条の５、第３４条の６、第３４条の７第１項、附則第７条第１項及

び附則第７条の３第１項」に改め、「場合の」を削り、同項第５号を削り、同

条第６項中「第３４条の７第１項」を「第３４条の７」に、「同項」を「同条

第１項」に改め、「第３３条第６項」と 、」 の次に「同条第３項中」を加える。 

 附則第２１条を次のように改める。 

第２１条 削除 

 別表を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から

施行する。 

 ⑴ 第９５条の改正規定及び附則第１６条の２の改正規定並びに附則第５条

の規定 平成１８年７月１日 
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 ⑵ 第５７条及び第５９条の改正規定並びに附則第４条の規定 平成１８年

１０月１日 

 ⑶ 第３６条の２第６項及び第５３条の４の改正規定、附則第９条の改正規

定並びに別表を削る改正規定並びに次条第２項の規定 平成１９年１月１

日 

 ⑷ 第３４条の３第１項の改正規定、第３４条の４を削り、第３４条の５を

第３４条の４とし、第３４条の５の２を第３４条の４の２とし、同条の次

に１条を加える改正規定、第３４条の６の改正規定、第３４条の７の改正

規定 （「 場合には、当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に１００分

の６８」を「場合には、当該配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に５分

の３」に改める部分を除く 。） 並びに附則第２条の３の次に１条を加える

改正規定、附則第２条の４、第５条第２項及び第３項並びに第６条から第

７条までの改正規定、附則第７条の２の次に１条を加える改正規定、附則

第８条、第１６条の４から第１９条の６まで、第２０条の２、第２０条の

３、第２０条の４第２項、第５項及び第６項並びに第２１条の改正規定並

びに次条第１項及び附則第３条の規定 平成１９年４月１日 

 ⑸ 第３４条の２及び第３６条の２第１項の改正規定並びに次条第３項及び

第４項の規定 平成２０年１月１日 

 ⑹ 前各号に掲げる規定以外の規定 平成２０年４月１日 

 （市民税に関する経過措置） 

第２条 改正後の津市市税条例（以下「新条例」という 。） 第３４条の３第１

項及び第３４条の５並びに附則第８条第２項、第１７条第１項、第１７条の

２第１項、第１７条の３第１項、第１８条第１項及び第３項、第１９条第１

項、第１９条の３並びに第２０条の２第１項の規定は、平成１９年度以後の

年度分の個人の市民税について適用し、平成１８年度分までの個人の市民税

については、なお従前の例による。 

２ 新条例の規定中分離課税に係る所得割（新条例第５３条の２の規定によっ

て課する所得割をいう。以下この項及び次条第１項において同じ 。） に関す

る部分は、平成１９年１月１日以後に支払うべき退職手当等（新条例第５３

条の２に規定する退職手当等をいう。以下この項において同じ 。） に係る分

離課税に係る所得割について適用し、同日前に支払うべき退職手当等に係る

分離課税に係る所得割については、なお従前の例による。この場合において、

平成１９年１月１日から同年３月３１日までに支払うべき退職手当等に係る

分離課税に係る所得割については、津市市税条例附則第２１条第３項の規定

は、適用しない。 

24



３ 新条例第３４条の２の規定は、平成２０年度以後の年度分の個人の市民税

について適用し、平成１９年度分までの個人の市民税については、なお従前

の例による。 

４ 所得割の納税義務者が、平成１９年以後の各年において、地方税法等の一

部を改正する法律（平成１８年法律第７号）附則第１１条第５項第１号に規

定する旧長期損害保険料を支払った場合には、新条例第３４条の２の規定に

より控除すべき地震保険料控除額は、同条の規定にかかわらず、同項各号に

掲げる場合の区分に応じ当該各号に定める金額として、同条の規定を適用す

る。 

５ 新条例第３４条の７及び附則第２０条の４第３項の規定は、平成２０年度

以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成１９年度分までの個人の

市民税については、なお従前の例による。 

第３条 平成１９年度分の個人の市民税に限り、当該市民税の所得割の納税義

務者のうち、当該納税義務者の同年度分の個人の市民税に係る新条例第３４

条の３第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額及び課税山林所

得金額の合計額（以下この項において「合計課税所得金額」という 。） が、

新条例第３４条の５第１号ア又は第２号アに掲げる金額を超え、かつ、当該

納税義務者の平成２０年度分の個人の市民税に係る合計課税所得金額、新条

例附則第１７条第１項に規定する課税長期譲渡所得金額、新条例附則第１８

条第１項に規定する課税短期譲渡所得金額、新条例附則第１９条第１項に規

定する株式等に係る課税譲渡所得等の金額、新条例附則第２０条の２第１項

に規定する先物取引に係る課税雑所得等の金額、新条例附則第２０条の４第

１項に規定する条約適用利子等の額（同条第２項第１号の規定により読み替

えて適用される新条例第３４条の２の規定の適用がある場合には、その適用

後の金額）及び新条例附則第２０条の４第３項に規定する条約適用配当等の

額（同条第５項第１号の規定により読み替えて適用される新条例第３４条の

２の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）の合計額が、新条例第

３４条の５第１号ア又は第２号アに掲げる金額を超えないものについては、

第１号に掲げる金額から第２号に掲げる金額を控除して得た金額（当該金額

が０を下回る場合には、０とする 。） を、新条例中所得割に関する部分（新

条例第３４条の７の規定を除く 。） を適用した場合における当該納税義務者

の所得割（分離課税に係る所得割を除く 。） の額から減額する。 

 ⑴ 当該納税義務者の平成１９年度分の新条例第３４条の３の規定による所

得割の額から新条例第３４条の５の規定による控除額を控除した金額 

 ⑵ 当該納税義務者の平成１９年度分の個人の市民税に係る新条例第３４条
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の３第２項に規定する課税総所得金額、課税退職所得金額又は課税山林所

得金額につき改正前の津市市税条例（以下この項において「旧条例」とい

う 。） 附則第２１条第３項の規定により読み替えられた旧条例第３４条の

３第１項の規定を適用して計算した所得割の額 

２ 新条例附則第２条の３の２の規定の適用がある場合における前項の規定の

適用については、同項中「０とする 。）」 とあるのは「０とする 。） の３分

の２に相当する金額」と、「新条例中所得に関する部分（新条例第３４条の

７の規定を除く 。） を適用した場合における当該納税義務者の所得割（分離

課税に係る所得割を除く 。） の額」とあるのは「附則第２条の３の２の規定

による所得割の額」とする。 

３ 第１項の規定は、同項に規定する市民税の所得割の納税義務者から、平成

２０年７月１日から同月３１日（同月１日以後において同項の規定の適用を

受けることとなった者については、当該適用を受けることとなった日から１

月を経過した日の前日）までの間に、市長に対して、同項の規定の適用を受

けようとする旨の申告がされた場合に限り、適用する。 

４ 市長は、前項に規定する期間の経過後に同項の申告がされた場合において、

当該期間内に申告がされなかったことについてやむを得ない理由があると認

めるときは、当該納税義務者につき第１項の規定を適用することができる。 

５ 市長は、第１項の規定により所得割の額を減額した場合において、既に徴

収された所得割の額、新条例第３４条の７第１項の規定により控除された金

額及び同条第２項の規定により個人の市民税に充当された金額の合計額が当

該減額後の所得割の額を超えるときは、遅滞なく、当該超えることとなる金

額に相当する金額を還付する。 

６ 市長は、前項の規定により還付すべき場合において、その還付を受けるべ

き納税義務者につき未納に係る徴収金があるときは、同項の規定にかかわら

ず、当該還付すべき金額をこれに充当する。 

７ 市長は、第１項の規定の適用を受けようとする旨の申告があった場合にお

いては、当該申告をした者に対し、第１項の規定による減額（以下この項に

おいて「特例減額」という 。） をした場合にあっては、その旨（第５項又は

前項の規定による還付又は充当をした場合にあっては、その旨を含む 。） を、

特例減額をしない場合にあっては、その旨を、遅滞なく、通知する。 

８ 地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）第６条の１４第１項の規定

は、第６項の規定による充当について準用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第４条 新条例第５７条及び第５９条の規定は、平成１９年度以後の年度分の
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固定資産税について適用し、平成１８年度分までの固定資産税については、

なお従前の例による。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第５条 平成１８年７月１日（次項及び第３項において「指定日」という 。）

前に課した、又は課すべきであった市たばこ税については、なお従前の例に

よる。 

２ 指定日前に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４６５条第１項の売

渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等（同法第４６９条第１項第１号

及び第２号に規定する売渡しを除く 。） が行われた製造たばこを指定日に販

売のため所持する卸売販売業者等（新条例第９２条第１項に規定する卸売販

売業者等をいう。以下この項及び第６項において同じ 。） 又は小売販売業者

がある場合において、これらの者が所得税法等の一部を改正する等の法律（

平成１８年法律第１０号）附則第１５６条第１項の規定により製造たばこの

製造者として当該製造たばこを指定日にこれらの者の製造たばこの製造場か

ら移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなる

ときは、これらの者が卸売販売業者等として当該製造たばこ（これらの者が

卸売販売業者等である場合には本市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの

者が小売販売業者である場合には本市の区域内に所在する当該製造たばこを

直接管理する営業所において所持されるものに限る 。） を指定日に本市の区

域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡したものとみなして、これら

の者に市たばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当

該売り渡したものとみなされる製造たばこの本数とし、次の各号に掲げる製

造たばこの区分に応じ当該各号に定める税率により市たばこ税を課する。 

 ⑴ 製造たばこ（次号に掲げる製造たばこを除く 。）  １，０００本につき

３２１円 

 ⑵ 新条例附則第１６条の２第２項に規定する紙巻きたばこ １，０００本

につき１５２円 

３ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は営業所ごとに、地方税

法施行規則等の一部を改正する省令（平成１８年総務省令第６０号）別記第

２号様式による申告書を指定日から起算して１月以内に市長に提出しなけれ

ばならない。 

４ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成１９年１月４日までに、そ

の申告に係る税金を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。第６

項において「施行規則」という 。） 第３４号の２の５様式による納付書によ

って納付しなければならない。 
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５ 第２項の規定により市たばこ税を課する場合には、同項から前項までに規

定するもののほか、新条例第１９条、第９４条第２項、第９８条第４項及び

第５項並びに第１０１条の規定を適用する。この場合において、新条例第１

９条中「第９８条第１項若しくは第２項 、」 とあるのは「津市市税条例の一

部を改正する条例（平成１８年津市条例第３０５号。以下この条及び第２章

第４節において「平成１８年改正条例」という 。） 附則第５条第４項 、」 と、

同条第２号及び第３号中「第９８条第１項若しくは第２項」とあるのは「平

成１８年改正条例附則第５条第３項」と、新条例第９４条第２項中「前項」

とあるのは「平成１８年改正条例附則第５条第２項」と、新条例第９８条第

４項中「施行規則第３４号の２様式又は第３４号の２の２様式」とあるのは

「地方税法施行規則等の一部を改正する省令（平成１８年総務省令第６０号

別記第２号様式」と、同条第５項中「第１項又は第２項」とあるのは「平成

１８年改正条例附則第５条第４項」と、新条例第１０１条第２項中「第９８

条第１項又は第２項」とあるのは「平成１８年改正条例附則第５条第４項」

と読み替えるものとする。 

）

６ 卸売販売業者等が、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、本市

の区域内に営業所の所在する小売販売業者に売り渡した製造たばこのうち、

第２項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきものの返還を

受けた場合には、当該市たばこ税に相当する金額を、新条例第９９条の規定

に準じて、同条の規定により当該製造たばこにつき納付された、又は納付さ

れるべき市たばこ税額に相当する金額に係る控除又は還付に併せて、当該卸

売販売業者等に係る市たばこ税額から控除し、又は当該卸売販売業者等に還

付する。この場合において、当該卸売販売業者等が新条例第９８条第１項か

ら第３項までの規定により市長に提出すべき申告書には、当該返還に係る製

造たばこの品目ごとの数量についての明細を記載した施行規則第１６号の５

様式による書類を添付しなければならない。 
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 津市福祉医療費等の助成に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。 

  平成１８年６月２８日 

 

                      津市長 松 田 直 久   

 

津市条例第３０６号 

   津市福祉医療費等の助成に関する条例の一部を改正する条例 

 津市福祉医療費等の助成に関する条例（平成１８年津市条例第１０４号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第５号中「４歳に満たない者」を「６歳に達する日以後の最初の３月

３１日までの間にある者」に改め、同条第１２号を同条第１３号とし、同条第

１１号中「、成年後見人等」を「その他の者」に、「次条各項に規定する対象

者（以下「対象者」という。）又は第４条第１項に規定する受給資格者」を「 

乳幼児」に、「監護し、かつ、その生計を維持しているもの」を「監護してい

るもの」に改め、同号を同条第１２号とし、同条中第６号から第１０号までを

１号ずつ繰り下げ、第５号の次に次の１号を加える。 

 ⑹ 就学前乳幼児 乳幼児のうち４歳に達した日の属する月の翌月の初日か 

  ら６歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者をいう。 

 第４条第１項中「受けた者」の次に「（就学前乳幼児にあっては、市長が受

給資格を有すると認める者）」を加え、同条第２項中「対象者」を「前条各項

に規定する対象者（以下「対象者」という。）」に改め、同条に次の１項を加

える。 

５ 前３項の規定は、就学前乳幼児に係る福祉医療費の助成については、適用

しない。この場合において、就学前乳幼児の助成に係る受給資格の認定は、

第９条第１項の規定による申請の都度、これを行うものとする。 

第５条第４項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同条第２項

中「前項本文」を「第１項本文」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項

の次に次の１項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、受給資格者が就学前乳幼児である場合にお

いては、対象医療費（入院に要するものに限る。）を福祉医療費として助成

するものとする。 
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 第８条に次のただし書を加える。 

  ただし、就学前乳幼児に係る助成については、この限りでない。 

   附 則 

１ この条例は、平成１８年９月１日から施行する。 

２ 改正後の津市福祉医療費等の助成に関する条例の規定は、この条例の施行

の日以後に行われる診療に係る医療費について適用し、同日前に行われた診

療に係る医療費については、なお従前の例による。 
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津市消防団条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成１８年６月２８日 

 

津市長 松 田 直 久    

 

津市条例第３０７号 

津市消防団条例の一部を改正する条例 

津市消防団条例（平成１８年津市条例第２５７号）の一部を次のように改正

する。 

第３条の表中「４８０人」を「４７５人」に、「１０８人」を「１１８人」

に、「４００人」を「３９５人」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 津市安濃農民研修センターの設置及び管理に関する条例施行規則をここに公

布する。 

  平成１８年６月３０日 

 

                      津市長 松 田 直 久  

       

津市規則第２５８号 

   津市安濃農民研修センターの設置及び管理に関する条例施行規則 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、津市安濃農民研修センターの設置及び管理に関する条例

（平成１８年津市条例第３０１号。以下「条例」という。）第１５条の規定

に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （休館日） 

第２条 安濃農民研修センター（以下「センター」という。）の休館日は、次

のとおりとする。ただし、市長がセンターの管理上特に必要があると認める

ときは、休館日を変更し、又は臨時に休館日を定めることができる。 

 ⑴ 日曜日 

 ⑵ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

⑶ １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除く。） 

 （使用時間） 

第３条 センターを使用することができる時間は、午前８時３０分から午後１

０時までとする。ただし、市長がセンターの管理上特に必要があると認める

ときは、これを変更することができる。 

 （使用許可の申請） 

第４条 条例第５条第１項の規定によりセンターの使用許可を受けようとする

者は、使用しようとする日の３月前の日から当日までの間に、安濃農民研修

センター使用（使用変更）許可申請書（第１号様式。以下「許可申請書」と

いう。）を市長に提出しなければならない。 

 （使用許可） 

第５条 市長は、前条の規定による申請により使用を許可したときは、安濃農

民研修センター使用（使用変更）許可書（第２号様式。以下「許可書」とい

う。）を交付するものとする。 

 （使用許可の変更） 

第６条 センターの使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、使用

許可の内容を変更しようとするときは、許可申請書に許可書を添えて市長に
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提出し、その許可を受けなければならない。 

 （使用許可の取消し） 

第７条 使用者は、センターの使用許可の取消しを受けようとするときは、安

濃農民研修センター使用許可取消届（第３号様式）に許可書を添えて市長に

提出しなければならない。 

 （引続使用の制限） 

第８条 センターの施設及び設備器具は、引き続き７日を超えて使用すること

ができない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでな

い。 

 （使用料の減免申請） 

第９条 条例第８条の規定により使用料の減免を受けようとする者は、安濃農

民研修センター使用料減免申請書（第４号様式）を市長に提出しなければな

らない。 

 （使用料の還付） 

第１０条 条例第９条ただし書の規定による使用料の還付については、次に定

めるところによるものとする。 

 ⑴ 条例第９条第１号の規定に該当するときは、既納の使用料の全額を還付

する。 

 ⑵ 条例第９条第２号の規定に該当するときは、既納の使用料の５割の額を

還付する。ただし、使用しようとする日の７日前までに使用許可の取消し

を届け出たときは、既納の使用料の全額を還付する。 

２ 前項に規定する使用料の還付を受けようとする者は、安濃農民研修セン

ター使用料還付申請書（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

 （入場の制限） 

第１１条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、入場を拒否

し、又は退場させることができる。 

 ⑴ 感染性の疾病のある者 

 ⑵ 他人に危害又は迷惑を及ぼすおそれのある物品又は動物の類を携帯する

者 

 ⑶ その他管理上支障があると認められる者 

 （遵守事項） 

第１２条 使用者その他センターを利用する者（以下「使用者等」という。）

は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

 ⑴ 許可なくして所定の場所以外で飲食し、喫煙し、又は火気を使用しない

こと。 
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 ⑵ 許可を受けた施設及び設備器具以外のものを使用しないこと。 

 ⑶ 許可なくして物品の展示若しくは販売をし、又は募金等の行為をしない

こと。 

 ⑷ 許可なくして張り紙をし、又はくぎ類を打たないこと。 

 ⑸ 許可なくして所定の場所以外へ立ち入らないこと。 

 ⑹ 他人に危害及び迷惑を及ぼす行為をしないこと。 

 ⑺ その他管理上必要な指示に従うこと。 

 （届出） 

第１３条 使用者等は、施設、設備器具等を損傷し、又は滅失したときは、直

ちにその旨を市長に届け出なければならない。 

 （職員の立入り） 

第１４条 市長は、センターの管理上必要があると認めるときは、使用中の施

設に職員を立ち入らせることができる。 

 （職員） 

第１５条 センターに所長を置く。 

２ 所長には、安濃総合支所産業建設課長の職にある者をもって充てる。 

３ センターに事務長その他必要な職員を置くことができる。 

 （職務権限） 

第１６条 前条に規定する職員の職務は、次のとおりとする。 

 ⑴ 所長 上司の命を受けてセンターの事務を掌理し、所属職員を指揮監督

する。 

⑵ 事務長 上司の命を受けてセンターにおける庶務等に係る事務を掌理

し、所属職員を指揮監督する。 

 ⑶ その他の職員 上司の命を受けてセンターの事務を処理する。 

 （委任） 

第１７条 この規則に定めるもののほか、センターの管理及び運営に関し必要

な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この規則は、平成１８年７月１日から施行する。 
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第１号様式（第４条、第６条関係） 
 

安濃農民研修センター使用（使用変更）許可申請書 

年  月  日  

  （あて先）津市長 

（〒      ）      

住 所              

申請者 団体名              

氏 名（代表者）         

電 話              

  次のとおり津市安濃農民研修センターを
使 用

使用変更
し た い の で 申 請 し ま す 。

  年  月  日（  曜）午
前

後
  時  分から

使 用 日 時 

  年  月  日（  曜）午
前

後
  時  分まで

行 事 名   

使 用 目 的   

入 場 予 定 人 員   対象者   

使 用 責 任 者 の住

所 及 び 氏 名   

使 用 す る 施 設 

使用する施設を〇で  

囲んでください。 

 大研修室   第１研修室   第２研修室 

 生活改善室    和室 

使 用 す る 設 備 器 具   

冷 房 要   不要 暖 房 要   不要 

持 込 器 具 等   

入 場 料 等 の 徴 収  有（        円）        無 

※ 次の欄は、記入しないでください。 

使 用 料 円

許 可 条 件 等   
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第２号様式（第５条―第７条関係） 

 

(表) 

 

安濃農民研修センター使用（使用変更）許可書 

津市指令（記号番号）  

年  月  日  

  （氏 名） 様 

津市長 （氏 名） 印   

     年  月  日付けで申請のあった津市安濃農民研修センターの 
使 用

使用変更
に

ついて、次のとおり許可します。 

 

  年  月  日（  曜）午
前

後
 時  分から 

使 用 日 時 

  年  月  日（  曜）午
前

後
 時  分まで 

行 事 名   

使 用 目 的   

入 場 予 定 人 員   対象者   

使 用 責 任 者 の

住 所 及 び 氏 名 

  

使 用 す る 施 設 
 大研修室   第１研修室   第２研修室 

 生活改善室    和室 

使 用 す る 設 備 器 具   

冷 房 要   不要 暖 房 要   不要 

持 込 器 具 等   

入 場 料 等 の 徴 収  有（        円）        無 

許 可 条 件 等   

 

※ 使用上の注意については、裏面を御覧ください。 
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(裏) 

 

使 用 者 心 得 

 

１ 使用開始の前には、許可書を事務室へ提出してください。 

２ 許可なくして所定の場所以外で飲食し、喫煙し、又は火気を使用しないでください。 

３ 許可を受けた施設及び設備器具以外のものを使用しないでください。 

４ 許可なくして所定の場所以外へ立ち入らないでください。 

５ 施設、設備器具等を損傷し、又は滅失したときは、直ちに事務室へ連絡してください。 

６ 非常時に備えて使用責任者の方は、非常口の場所、誘導方法等をあらかじめ確認して

ください。 

７ 使用を終わったときは、係員に連絡してください。 

８ その他係員の指示に従ってください。 
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第３号様式（第７条関係） 

 

安濃農民研修センター使用許可取消届 

 

年  月  日  

  （あて先）津市長 

（〒      ）      

住 所              

申請者 団体名              

氏 名（代表者）         

電 話              

  次のとおり津市安濃農民研修センターの使用許可の取消しを受けたいので、許可書を

添えて届け出ます。 

年  月  日（  曜） 午
前

後
 時  分から 

取消しに係る使用日時 

年  月  日（  曜） 午
前

後
 時  分まで 

取 消 し に 係 る 行 事 名 
  

取 消 し に 係 る 施 設 

 取消しを受けようと  
する施設を〇で囲ん  
でください。 

 大研修室   第１研修室   第２研修室 

 生活改善室    和室 

取消しに係る設備器具 

  

使 用 許 可 年 月 日及

び 許 可 番 号 

  

取 消 し を 受 け よ う とす

る 理 由 
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第４号様式（第９条関係） 

 

安濃農民研修センター使用料減免申請書 

 

年  月  日  

  （あて先）津市長 

（〒      ）      

住 所              

申請者 団体名              

氏 名（代表者）         

電 話              

 

次のとおり津市安濃農民研修センターの使用料の
減額

免除
を受けたいので申請します。

 

  年  月  日（  曜） 午
前

後
  時  分から

使 用 日 時 

  年  月  日（  曜） 午
前

後
  時  分まで

行 事 名 
  

使 用 目 的 
  

使 用 す る 施 設 

 使用する施設を〇で

囲んでください。 

 大研修室   第１研修室   第２研修室 

 生活改善室    和室 

冷 房 要   不要 暖 房 要   不要 

減 免 申 請 の 理 由 
  

※ 次の欄は、記入しないでください。 

使 用 料 減 免 率 減 免 金 額 差 引 使 用 料 備 考

円 ％ 円 円 
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第５号様式（第10条関係） 

 

安濃農民研修センター使用料還付申請書 

 

年  月  日  

  （あて先）津市長 

（〒      ）      

住 所              

申請者 団体名              

氏 名（代表者）         

電 話              

 

  次のとおり津市安濃農民研修センターの使用料の還付を受けたいので申請します。 

    年  月  日（  曜）午
前
後

 時  分から 
還 付 の 対 象 と な

る 使 用 日 時 
    年  月  日（  曜）午

前
後

 時  分まで 

還 付 対 象 施 設 

 還付の対象となる

施設を〇で囲んで

ください。 

 大研修室   第１研修室   第２研修室 

 生活改善室    和室 

冷 房 要   不要 暖 房 要   不要 

納 付 年 月 日 年  月  日
既 納 の 使 用 料 

納 付 金 額 円
  

還 付 申 請 の 理 由 

  

※ 次の欄は、記入しないでください。 

納 付 金 額 還 付 金 額 備 考

円 円
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津市告示第３０５号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月１６日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 江戸橋駅、津駅（放置禁止区域）               

２ 撤去した年月日 平成１８年６月１６日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  

 

41



津市告示第３０６号  
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の規定により、

地縁による団体を認可し、同条第１０項の規定により次のとおり告示する。  
  平成１８年６月１９日  
 

津市長 松 田 直 久   
 
１ 名称  
  白塚南町自治会  
２ 規約に定める目的  
  本会は会員相互の連絡を図り、会員に共通する問題を処理し、良好な地域

社会の維持及び形成に資することを目的とする。  
 ⑴ 回覧板の回付等、区域内の住民相互の連絡  
 ⑵ 美化･清掃等、区域内の環境の整備  
 ⑶ 集会施設の維持管理  
３ 区域  
  本会の区域は、津市白塚町５０００番地１、津市白塚町５０３９番地、津  

市白塚町４９７３番地１、津市白塚町４９９０番地３で囲まれた区域とする。 
４ 事務所  
  三重県津市白塚町５０１７番地２  
５ 代表者の氏名及び住所  
  稲 垣  毅  
  三重県津市白塚町５００２番地  
６ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有無並びに職務代行者の選任の有  
 無  
  なし  
７ 代理人の有無  
  なし  
８ 規約に定める解散の理由  
  本会は地方自治法第２６０条の２第１５項において準用する民法第６８条

第１項３号及び第４号並びに第２項の規定により解散する。  
  総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４分の３以上の議決を得

て、本会と類似の目的を有する団体に寄付するものとする。  
９ 認可年月日  
  平成  年  月  日  
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津市告示第３０７号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月１９日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 江戸橋駅、津駅、津新町駅及び久居駅  
            （放置禁止区域）                      

２ 撤去した年月日 平成１８年６月１９日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  
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津市告示第３０８号  
 津市公共下水道条例（平成１８年条例第２０１号）第６条第１項及び第１５

条第１項の規定により、指定工事店を次のとおり指定及び指定を取消したので、

同条例第１７条の規定により告示する。  
  平成１８年６月２０日  

 
                  津市長   松 田 直 久  

 
指定した業者  

業  者  名  所      在      地  指     定     期     間  

久居ホ－ムセンタ

－  
津市木造町１３３５番地  

平 成 １ ８ 年  ５ 月  １ 日 か ら

平成２２年   ３月３１日まで 

西口建工株式会社  鈴鹿市岸岡町３３７１番地  
平 成 １ ８ 年  ５ 月  １ 日 か ら

平成２２年   ３月３１日まで  

有限会社鈴鹿電化

住設  

鈴 鹿 市 国 府 町 ７ ６ ５ ８ 番 地

１２  

平成１８年  ５月   １日から

平成２２年   ３月３１日まで 

有限会社松阪管工

業  

松 阪 市 上 川 町 ３ ４ ６ １ 番 地

６２  

平成１８年  ５月 １日から

平成２２年   ３月３１日まで  

有限会社ユニティ

－  

伊 勢 市 船 江 四 丁 目 １ ６ 番 ８

号  

平 成 １ ８ 年  ５ 月 １ ６ 日 か ら

平成２２年   ３月３１日まで  

有限会社ホクサイ  
津 市 白 山 町 川 口 ５ ３ ６ 番 地

３  

平 成 １ ８ 年  ５ 月 １ ６ 日 か ら

平成２２年   ３月３１日まで  

有限会社ナカヤ設

備工業  

多 気 郡 明 和 町 大 字 新 茶 屋 ４

２２番地  

平成１８年  ５月１６日から  

平成２２年   ３月３１日まで  

 
 
指定を取消した業者  

業  者  名  所  在  地  取消し年月日  
株式会社岡山興業  津 市 久 居 明 神 町 １ １ ８ ０ 番

地  
平成１８年 ５月２３日  
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津市告示第３０９号  
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１２年津市告示第４６号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示す

る。  
  平成１８年６月２０日  
 

津市長 松 田 直 久   
 
１ 届出者  
  津グリーンビレッヂ雲出自治会  
  三重県津市雲出本郷町１４６１番地５９  
   代表者 太 田 勝 也  
２ 変更に係る事項  

 代表者の氏名及び住所  

変更前  
岸   進  
三重県津市雲出本郷町１３９９番地４７  

変更後  
太 田 勝 也  
三重県津市雲出本郷町１４６１番地９６  

３ 変更の理由及び年月日  
地縁による団体の代表者が、平成１８年３月２６日の通常総会において選

任され、平成１８年４月１日付けで新任されたため。  
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津市告示第３１０号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月２０日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 江戸橋駅、久居駅（放置禁止区域）及び高田本山駅       

２ 撤去した年月日 平成１８年６月２０日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  
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津市告示第３１３号  
 下記に係る国民健康保険被保険者証及び国民健康保険高齢受給者証は無効で

あることを告示する。  
  平成１８年６月２１日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
記  

国民健康保険被保険者証  

記号番号  交付年月日  無効となった日  

0292945 平成１７年１０月 １日  平成１７年１０月 １日  

0342451 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ４月１１日  

0440560 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ４月 ３日  

0996827 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ４月１６日  

1251699 平成１８年 ３月 １日  平成１８年 ４月１７日  

0709725 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ３月２５日  

0466276 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ４月２２日  

1336444 平成１８年 ３月 １日  平成１８年 ４月２４日  

1325154 平成１８年 ３月 １日  平成１８年 ４月２６日  

2104037 平成１８年 ３月 １日  平成１８年 ４月 ２日  

0020602 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ４月２８日  

0031930 平成１８年 ４月 １日  平成１８年 ５月１９日  

0261545 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ５月１９日  

0336651 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ５月２３日  

0623546 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ５月２９日  

0841965 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ４月 ４日  

0842179 平成１８年 ４月 ３日  平成１８年 ５月１５日  

0851279 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ５月３１日  

1204052 平成１８年 ３月 １日  平成１８年 ４月２７日  

1252804 平成１８年 ３月 １日  平成１８年 ４月 ３日  

6112978 平成１８年 ３月 １日  平成１８年 ５月２９日  

0101106 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月 ２日  

0161141 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月 １日  

0316745 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月 ５日  

49



記号番号  交付年月日  無効となった日  

0221655 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ５月３１日  

0466086 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月 ３日  

0547919 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月 ６日  

0525055 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月 ７日  

 
 国民健康保険高齢受給者証  

記号番号  交付年月日  無効となった日  

0841965 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ４月 ４日  

0161141 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月 １日  
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津市告示第３１４号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月２１日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 江戸橋駅、津駅（放置禁止区域）  
            及び南が丘駅東公共自転車等駐車場              

２ 撤去した年月日 平成１８年６月２１日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  
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津市告示第３１５号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月２２日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 江戸橋駅、津駅及び津新町駅（放置禁止区域）         

２ 撤去した年月日 平成１８年６月２２日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  
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津市告示第３１６号  
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成６年津市告示第１５号で認可した地縁による団体から告示された事項

に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 
  平成１８年６月２３日  
 

津市長 松 田 直 久   
 
１ 届出者  
  垂水町自治会  
  三重県津市垂水１１１０番地１  
   代表者 鯖 戸 利 成  
２ 変更に係る事項  

⑴ 地縁による団体の区域  

変更前  

津市大字垂水字入江１２８番地の４から１６５番地ま

で、字丸山２１４番地から２３０番地まで、２４５番地か

ら３５２番地まで、字真ヶ坪３５３番地から４８２番地ま

で、字中境４９０番地から４９４番地まで、４９６番地か

ら５３７番地まで、５５０番地、５５７番地１、５６５番

地の１、５６９番地の１から５７０番地の１まで、５７３

番地の１から５７４番地の３まで、５７９番地の２から６

２７番地まで、字門田６２８番地から７５１番地まで、字

下境７７７番地から８８２番地まで、８９９番地から１０

０５番地まで、字上屋敷１００８番地から１１２２番地ま

で、字池ノ谷２７０５番地から２７５５番地まで及び字千

才３０３２番地の一部の区域  

変更後  

津市垂水字入江１２８番地の４から１６５番地まで、字

丸山２１４番地から２３０番地まで、２４５番地から３５

２番地まで、字真ヶ坪３５３番地から４８２番地まで、字

中境４９０番地から４９４番地まで、４９６番地から５３

７番地まで、５５０番地、５５７番地１、５６５番地の１、

５６９番地の１から５７０番地の１まで、５７３番地の１

から５７４番地の３まで、５７９番地の２から６２７番地

まで、字門田６２８番地から７５１番地まで、字下境７７

７番地から８８２番地まで、８９９番地から１００５番地
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まで、字上屋敷１００８番地から１１２２番地まで、字池

ノ谷２７０５番地から２７５５番地まで及び字千才３０３

２番地の一部の区域  

⑵ 事務所の所在地  
変更前  三重県津市大字垂水１１１０番地１  
変更後  三重県津市垂水１１１０番地１  

⑶ 代表者の氏名及び住所  

変更前  
松 田 幸 郎 

三重県津市大字垂水８８５番地１ 

変更後  
鯖 戸 利 成  
三重県津市垂水８１９番地  

３ 変更の理由及び年月日  
地縁による団体の区域及び事務所の所在地が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため。また、平成１８年３月２６日に代表者

が通常総会後の会長選挙において選出され、平成１８年４月１日付けで新任

されたため。  
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津市告示第３１７号 
   地方自治法（昭和２２年法律弟６７号）第２６０条の２第１項の規定により、 

地縁による団体を次のとおり認可したので、同条第１０項の規定により次のと 
おり告示する。 
  平成１８年６月２３日 

津市長 松 田 直 久 
１ 名称 
  地縁団体久居明神町中央自治会 

  ２ 規約に定める目的 
    本会は、社会の発展と文化伝統の維持に資するとともに行政ならびに公共団体

の企画に参加し協力することを目的とし、以下に掲げる地域的な共同活動を行う

こととする。 
   （１）地域社会の発展と連帯意識の発揚 
   （２）文化および伝統行事の継承 
   （３）住民相互の親睦および情報交換 
   （４）区有財産の維持管理 
   （５）行政書類の配付ならびに啓蒙と公共団体への協力 
   （６）自治会相互の連携と情報交換 
   （７）その他目的を達成するために必要な事業 
  ３ 区域 
    本会の区域は、久居明神町１３２１番地の１から１４５７番地ならびに久居明

神町字風早６３１番地と７１１番地の２７、同２１９５番地および２１９６番地

とする。 
  ４ 事務所 
    三重県津市久居明神町１３４９番地 
  ５ 代表者の氏名及び住所 
    垣 野 俊 夫 
    津市久居明神町１３４９番地 
  ６ 裁判所による代表者の職務執行者の停止の有無ならびに職務代行者の選任の

有無 
    なし 
  ７ 代理人の有無 
    なし 
  ８ 規約に定める解散の事由 
    本会は、地方自治法第２６０条の 2 第１５項において準用する民法第６８条第

１項第３号および第４号ならびに第２項の規定により解散する。 
総会の議決に基づいて解散する場合は、総会員の４分の３以上の承諾を得なけ

ればならない。 
 ９ 認可年月日 
   平成  年  月  日 
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津市告示第３１８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１４年美杉村告示第１７５号で認可した地縁による団体から告示され

た事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  平成１８年６月２３日 

津市長 松 田 直 久   

１ 届出者 

  三谷組自治会 

  三重県津市美杉町下之川５６８８番地１ 

   代表者 水 谷 邦 郎 

２ 変更に係る事項 

⑴ 地縁による団体の区域 

変更前 

本会の区域は、美杉村下之川の字冨田（５３９７番地２～５

４５１番地１）字中山寺（５４５２番地～５５１８番地）字

池ノ谷（５５１９番地～５６３４番地）字三谷（５６３５番

地～５７５４番地）字大谷（５７５５番地～５９０７番地２）

字鰐垣内（５９０８番地５～５９９４番地１）までの区域と

する。 

変更後 

本会の区域は、津市美杉町下之川の字冨田（５３９７番地２

～５４５１番地１）字中山寺（５４５２番地～５５１８番地）

字池ノ谷（５５１９番地～５６３４番地）字三谷（５６３５

番地～５７５４番地）字大谷（５７５５番地～５９０７番地

２）字鰐垣内（５９０８番地５～５９９４番地１）までの区

域とする。 

⑵ 事務所の所在地 

変更前 三重県一志郡美杉村下之川５６８８番地１ 

変更後 三重県津市美杉町下之川５６８８番地１ 

⑶ 代表者の住所 

変更前 三重県一志郡美杉村下之川５９５８番地 

変更後 三重県津市美杉町下之川５９５８番地 

 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の事務所の所在地及び区域が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため 
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津市告示第３１９号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年美杉村告示第１２４号で認可した地縁による団体から告示され

た事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。 

  平成１８年６月２３日 

津市長 松 田 直 久   

１ 届出者 

  須渕地区 

  三重県津市美杉町八知６７３番地３ 

   代表者 長 谷 川 勝 也 

２ 変更に係る事項 

⑴ 事務所の所在地 

変更前 三重県一志郡美杉村八知６７４番地３ 

変更後 三重県津市美杉町八知６７４番地３ 

⑵ 代表者の住所 

変更前 三重県一志郡美杉村八知９３４番地 

変更後 三重県津市美杉町八知９３４番地 

 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の事務所の所在地及び区域が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため 
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津市告示第３２０号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月２３日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 江戸橋駅、久居駅（放置禁止区域）              

２ 撤去した年月日 平成１８年６月２３日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  
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津市告示第３２１号  
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成５年津市告示第６４号で認可した地縁による団体から告示された事項

に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示する。 
  平成１８年６月２６日  
 

津市長 松 田 直 久   
 
１ 届出者  
  つつじが丘自治会  
  三重県津市渋見町字北浦７７０番地１４１  
   代表者 川 上 太 一  
２ 変更に係る事項  

 代表者の氏名及び住所  

変更前  
尾 上 洋 三  
三重県津市渋見町７００番地３８  

変更後  
川 上 太 一  
三重県津市渋見町７７０番地６１  

３ 変更の理由及び年月日  
地縁による団体の代表者が、平成１８年５月７日の通常総会において新任

されたため。  
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津市告示第３２２号  
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１７年芸濃町告示第１４１号で認可した地縁による団体から告示され

た事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告

示する。  
  平成１８年６月２６日  

 
津市長 松 田 直 久  

  
１ 届出者  
  林町自治会  
  三重県津市芸濃町林 163 番地 6 
   代表者 嶋 田 武 浩  
２ 変更に係る事項  

⑴ 地縁による団体の区域  

変更前  

本会の区域は、芸濃町大字楠原 1 ,253 番地、大字林 390
番地、139 番地 4、134 番地 3、55 番地 4、2,034 番地

1、2,018 番地 2、1,994 番地 3、2,001 番地 8、2,000
番地 1、1,932 番地 19、1,977 番地 11、247 番地 5、281
番地 3、286 番地 2、及び 373 番地を結んだ区域とする。

変更後  

本会の区域は、津市芸濃町楠原 1 ,253 番地、津市芸濃町

林 390 番地、139 番地 4、134 番地 3、55 番地 4、津市

芸濃町中縄５番地 4、津市芸濃町林 2,034 番地 1、2035
番地、2,018 番地 2、1,994 番地 3、2,001 番地 8、2,000
番地 1、1,932 番地 19、 1968 番地、248 番地 1、1844
番地 1、281 番地 3、286 番地 2、及び 373 番地を結ん

だ区域とする。  
⑵ 事務所の所在地  

変更前  三重県安芸郡芸濃町大字林 163 番地 6 

変更後  三重県津市芸濃町林 163 番地 6 

⑶ 代表者の住所・氏名  

変更前  三重県安芸郡芸濃町大字林 191 番地 2   杉 谷 薫  

変更後  三重県津市芸濃町林 2027 番地     嶋 田 武 浩  

３ 変更の理由及び年月日  
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地縁による団体の事務所の所在地及び区域が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため及び、定期総会において就任  
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津市告示第３２３号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月２６日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 津駅、津新町駅（放置禁止区域）、上津台公園及び小  
            森向山公園                         

２ 撤去した年月日 平成１８年６月２６日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  
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津市告示第３２４号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１６年美杉村告示第６５号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  平成１８年６月２７日 

津市長 松 田 直 久   

１ 届出者 

  小西地区 

  三重県津市美杉町八知１５１３番地 

   代表者 白 谷 征 雄 

２ 変更に係る事項 

⑴ 地縁による団体の区域 

変更前 

三重県一志郡美杉村八知小西全域（元小西・宮の下・住宅・

下神河・上神河・奥出・庄屋出）とする 

変更後 

三重県津市美杉町八知小西全域（元小西・宮の下・住宅・下

神河・上神河・奥出・庄屋出）とする 

⑵ 事務所の所在地 

変更前 三重県一志郡美杉村八知１５１３番地 

変更後 三重県津市美杉町八知１５１３番地 

⑶ 代表者の氏名及び住所 

変更前 
登 四郎 

三重県一志郡美杉村八知３１１４番地 

変更後 
白谷 征雄 

三重県津市美杉町八知３０９１番地 

 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の事務所の所在地及び区域が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため 

定期総会において平成１８年４月１日より新任 

  

63



津市告示第３２５号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１６年美杉村告示第１０号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  平成１８年６月２７日 

津市長 松 田 直 久   

１ 届出者 

  大御堂地区 

  三重県津市美杉町八知５１５３番地１ 

   代表者 生 駒 勝 造 

２ 変更に係る事項 

⑴ 地縁による団体の区域 

変更前 

三重県一志郡美杉村八知大御堂全域（柳瀬組、小松組、西河

組、比河組、箱根組、相戸組）とする。 

変更後 

三重県津市美杉町八知大御堂全域（柳瀬自治会、小松自治会、

西河自治会、比河自治会、箱根自治会、相戸自治会）とする。

⑵ 事務所の所在地 

変更前 三重県一志郡美杉村八知５１５３番地１ 

変更後 三重県津市美杉町八知５１５３番地１ 

⑶ 代表者の住所 

変更前 三重県一志郡美杉村八知４５４９番地 

変更後 三重県津市美杉町八知４５４９番地 

 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の事務所の所在地及び区域が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため 

地縁による団体の区域の名称の変更については平成１８年４月２２日の定

期総会での規約変更による。 
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津市告示第３２６号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成７年美杉村告示第７４号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示す

る。 

  平成１８年６月２７日 

津市長 松 田 直 久   

１ 届出者 

  小原自治会 

  三重県津市美杉町竹原２０９０番地の１ 

   代表者 松 尾 力 一 

２ 変更に係る事項 

⑴ 地縁による団体の区域 

変更前 
本会の区域は、三重県一志郡美杉村竹原字大垣内、字中ノ垣

内及び字田尻の区域とする 

変更後 
本会の区域は、三重県津市美杉町竹原字大垣内、字中ノ垣内

及び字田尻の区域とする 

⑵ 事務所の所在地 

変更前 三重県一志郡美杉村竹原２０９０番地の１ 

変更後 三重県津市美杉町竹原２０９０番地の１ 

⑶ 代表者の氏名及び住所 

変更前 
菅尾 實 

三重県一志郡美杉村竹原２０８３番地 

変更後 
松尾 力一 

三重県津市美杉町竹原１７４７番地２ 

 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の事務所の所在地及び区域が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため 

定期総会において平成１８年４月３日より新任 
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津市告示第３２７号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１４年美杉村告示第８６号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  平成１８年６月２７日 

津市長 松 田 直 久   

１ 届出者 

  竹原区 

  三重県津市美杉町竹原２７７７番地 

   代表者 山 口 倍 生 

２ 変更に係る事項 

⑴ 地縁による団体の区域 

変更前 三重県一志郡美杉村竹原全域（竹原・八手俣）とする 

変更後 三重県津市美杉町竹原全域（竹原・八手俣）とする 

⑵ 事務所の所在地 

変更前 三重県一志郡美杉村竹原２７７７番地 

変更後 三重県津市美杉町竹原２７７７番地 

⑶ 代表者の氏名及び住所 

変更前 
松田 多久男 

三重県一志郡美杉村竹原２１２６番地 

変更後 
山口 倍生 

三重県津市美杉町八手俣１１０３番地１ 

 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の事務所の所在地及び区域が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため 

定期総会において平成１８年５月２６日より新任 
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津市告示第３２８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１３年美杉村告示第８８号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  平成１８年６月２７日 

津市長 松 田 直 久   

１ 届出者 

  宝生自治会 

  三重県津市美杉町竹原３５６０番地 

   代表者 奥 谷 正 一 

２ 変更に係る事項 

⑴ 地縁による団体の区域 

変更前 

三重県一志郡美杉村竹原字下垣内３４８５番から３５７５番

２まで、及び字上垣内３５８４番から３６７３番までの区域

とする。 

変更後 

三重県津市美杉町竹原字下垣内３４８５番から３５７５番２

まで、及び字上垣内３５８４番から３６７３番までの区域と

する。 

⑵ 事務所の所在地 

変更前 三重県一志郡美杉村竹原３５６０番地 

変更後 三重県津市美杉町竹原３５６０番地 

⑶ 代表者の氏名及び住所 

変更前 
野崎 力 

三重県一志郡美杉村竹原３５１６番地 

変更後 
奥谷 正一 

三重県津市美杉町竹原３５７５番地２ 

 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の事務所の所在地及び区域が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため 

定期総会において平成１８年４月１日付けで新任 
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津市告示第３２９号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１４年美杉村告示第８５号で認可した地縁による団体から告示された

事項に係る変更の届出があったので同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

  平成１８年６月２７日 

津市長 松 田 直 久   

１ 届出者 

  多気地区 

  三重県津市美杉町上多気１０３１番地 

   代表者 結 城  實 

２ 変更に係る事項 

⑴ 地縁による団体の区域 

変更前 

三重県一志郡美杉村多気地区全域（下多気・上多気・丹生俣）

とする 

変更後 

三重県津市美杉町多気地区全域（下多気・上多気・丹生俣）

とする 

⑵ 事務所の所在地 

変更前 三重県一志郡美杉村上多気１０３１番地 

変更後 三重県津市美杉町上多気１０３１番地 

⑶ 代表者の氏名及び住所 

変更前 
廣田 深 

三重県一志郡美杉村下多気２７５番地 

変更後 
結城 實 

三重県津市美杉町上多気１３０２番地 

 変更の理由及び年月日 

地縁による団体の事務所の所在地及び区域が、市町村合併により平成１８

年１月１日に表示変更になったため 

平成１８年５月１０日の定期総会において新任 
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津市告示第３３０号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月２７日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 江戸橋駅、久居駅（放置禁止区域）及び津駅西第二  
            公共自転車等駐車場                     

２ 撤去した年月日 平成１８年６月２７日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  
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津市告示第３３１号  
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に基づき、市道

路線を次のとおり廃止する。  
 その関係図面は、津市建設部建設管理課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。  
  平成１８年６月２８日  
 
                      津市長 松 田 直 久  
 

起  点  
整理番号  路 線 名  

終  点  
重要な経過地

津市久居明神町  
１４７５  明神北 4 号線  

津市久居明神町  
 

津市久居明神町  
１４７８  明神北 7 号線  

津市久居明神町  
 

津市久居明神町  
１４７９  明神北 8 号線  

津市久居明神町  
 

津市久居明神町  
１４８０  明神北 9 号線  

津市久居明神町  
 

津市久居明神町  
１４８１  明神北１０号線  

津市久居明神町  
 

津市久居明神町  
１４８２  明神北１１号線  

津市久居明神町  
 

津市観音寺町  
３５９７  観音寺長岡町線  

津市長岡町  
 

津市雲出伊倉津町
７２１１  雲出伊倉津町第２０号線  

津市雲出伊倉津町
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津市告示第３３２号  
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次の

ように道路供用を開始した。  
 その関係図面は、津市建設部建設管理課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。  
  平成１８年６月２８日  
 
                      津市長 松 田 直 久  
 

供用開始 
整理番号 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 

年月日 

津市観音寺町字橋之内６

５７番１地先から 
3623 観音寺長岡町線 

津市長岡町字垣内６６１

番２地先まで 

平成 18 年 

6 月 28 日 

津市雲出島貫町字町中１

０７７番地先から 
7395 雲出島貫町第３４号線 

津市雲出島貫町字町中１

２２３番地先まで 

平成 18 年 

6 月 28 日 
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津市告示第３３３号  
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条の規定に基づき、市道の路線を

次のとおり認定した。  
 その関係図面は、津市建設部建設管理課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。  
  平成１８年６月２８日  
 
                      津市長 松 田 直 久  
 

起  点  
整理番号  路 線 名  

終  点  
重要な経過地

津市観音寺町  
３６２３  観音寺長岡町線  

津市長岡町  
 

津市雲出島貫町  
７３９５  雲出島貫町第３４線  

津市雲出島貫町  
 

津市雲出伊倉津町
７３９６  雲出伊倉津町第２０号線  

津市雲出伊倉津町
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津市告示第３３４号  
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次の

ように道路の区域を決定した。  
 その関係図面は、津市建設部建設管理課において、告示の日から２週間一般

の縦覧に供する。  
  平成１８年６月２８日  
 
                      津市長 松 田 直 久  
１ 道路の種類  市 道  
２ 路名及び路線の区域  

延 長ｍ 
整理番号 路 線 名 区 域 の 決 定 区 間 

幅 員ｍ 

津市観音寺町字橋之内６

５７番１地先から 1328.3 

2.5 ～
3623 観音寺長岡町線 

津市長岡町字垣内６６１

番２地先まで 6.4  

津市雲出島貫町字町中１

０７７番地先から 53.0 

5.0 ～
7395 雲出島貫町第３４号線 

津市雲出島貫町字町中１

２２３番地先から 8.5  

津市雲出伊倉津町字川新

田１５８８番１地先から 616.9 

1.8 ～
7396 雲出伊倉津町第２０号線

津市雲出伊倉津町字川新

田１５３６番６地先まで 4.8  
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津市告示第３３５号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月２８日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 江戸橋駅、津駅（放置禁止区域）及び久居駅前第１  
            公共自転車等駐車場                     

２ 撤去した年月日 平成１８年６月２８日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  
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津市告示第３３６号  
 下記に係る国民健康保険被保険者証は無効であることを告示する。  
  平成１８年６月２９日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
記  

 

記号番号  交付年月日  無効となった日  

1253521 平成１８年 ３月 １日  平成１８年 ６月 ７日  

0103783 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月１２日  

0384180 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月 ９日  

9108137 平成１８年 ３月 １日  平成１８年 ６月 ２日  

0101322 平成１７年１０月 １日  平成１８年 ６月１６日  
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津市告示第３３７号  
津市自転車等の放置の防止に関する条例（平成１８年津市条例第２０９号）

第１６条第１項の規定により撤去した自転車等を次のとおり保管する。  
  平成１８年６月２９日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 放置されていた場所 江戸橋駅、（放置禁止区域）久居駅前第１公共自転車  
            等駐車場及び江戸橋駅前公共自転車等駐車場          

２ 撤去した年月日 平成１８年６月２９日  
３ 保管期間 撤去日より６月間  
４ 連絡先 津市市民交流課 電話２２９－３１４２  

 



津市公告第６０号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により

次のとおり公告する。 

  平成１８年６月２０日 

  

                      津市長 松 田 直 久 

  

１ 工事完了年月日 

  平成１８年５月２６日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称  

  津市河芸町浜田字下浦５１５ほか１５筆 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市栗真中山町１９０ 

  株式会社トップハウス 

  代表取締役 浪岡 昭 
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津市公告第６１号  
 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号に規定する

道路の位置について指定したので、津市建築基準法施行取扱規則（平成１８年

津市規則第１９９号）第１３条第２項の規定により次のとおり公告する。  
  平成１８年６月２０日  

 
                      津市長 松 田 直 久  

 
 指定道路  
１ 幅員 ５．０メートル  
２ 延長 １９．７メートル  
３ 地名地番 津市岩田２９３番４  

77



津市公告第６２号  
 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

示します。  
  平成１８年６月２３日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 抑留日  平成１８年６月２２日  
２ 抑留期間 平成１８年６月２６日まで  

番号  捕獲した  
場所  

種類  毛色  性別  体格  年齢  その他  

１  白塚町  

  
 

雑種  

 

黒茶  不明  小  不明   

 
３ 公示期間 平成１８年  月  日から平成１８年６月２６日まで  
４ 連絡先 津市環境部環境保全課  
         電話 ０５９－２２９－３２８２  
      津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課  
         電話 ０５９－２２３－５１９２  
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津市公告第６３号 
     農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第６条第６項の規定に 
    より、次のように農業経営基盤強化の促進に関する基本構想を策定したので、 
    同法第６条第７項の規定により公告する。 
      平成１８年６月２３日 
 
                         津市長 松 田 直 久 
 
    （ 「次のように」は省略し、その関係書類を津市農林水産部農林水産課に備え 
    置いて縦覧に供する。 ） 
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津市公告第６４号  
 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

示します。  
  平成１８年６月２７日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 抑留日  平成１８年６月２６日  
２ 抑留期間 平成１８年６月２８日まで  

番号  捕獲した  
場所  

種類  毛色  性別  体格  年齢  その他  

１  河芸町  

  
 

雑種  

 

白  メス  中  不明  赤の首輪  

 
３ 公示期間 平成１８年６月２７日から平成１８年６月２８日まで  
４ 連絡先 津市環境部環境保全課  
         電話 ０５９－２２９－３２８２  
      津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課  
         電話 ０５９－２２３－５１９２  
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津市公告第６５号  
 狂犬病予防員より狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４７号）第６条第１項

に基づく犬の抑留について通知がありましたので、同条第８項の規定により公

示します。  
  平成１８年６月２８日  

 
津市長 松 田 直 久   

 
１ 抑留日  平成１８年６月２７日  
２ 抑留期間 平成１８年６月２９日まで  

番号  捕獲した  
場所  

種類  毛色  性別  体格  年齢  その他  

１  榊原町  

  
 

雑種  

 

茶白  オス  大  不明  黒茶の首輪

青のリード

 
３ 公示期間 平成１８年６月２８日から平成１８年６月２９日まで  
４ 連絡先 津市環境部環境保全課  
         電話 ０５９－２２９－３２８２  
      津保健福祉事務所 保健衛生室衛生指導課  
         電話 ０５９－２２３－５１９２  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

81



津市教育委員会告示第８号  
 教育委員会を次のとおり招集する。  
  平成１８年６月２３日  

 
 
      津市教育委員会  
                     委員長 佐々木 典夫  

 
 
１ 招集の日時 平成１８年６月２６日（月）午後２時から  
２ 招集の場所 教育委員会室  
３ 会議の事件  

(1) 津市就学指導委員会相談員の委嘱について  
(2) 津市社会教育委員の委嘱について  
(3) 津市図書館協議会委員の委嘱について  
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津市水道局告示第５号 
 津市水道局指定給水装置工事事業者を次のとおり指定したので、津市水道局指定給水装

置事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１４号）第１０条第 1 号の規定により

告示する。 
  平成１８年６月２０日 
 

津市水道事業管理者  平 井 秀 次 
 
 
名         称 所   在   地 指定年月日 

有限会社大村建設 津市美杉町竹原３８７番地 平成 18 年 4 月 27 日 
瀬野水道工業所 松阪市西町２５７番地 平成 18 年 5 月 9 日 
城山水道 松阪市荒木町７６番地１ 平成 18 年 5 月 9 日 
隈元設備工業 鈴鹿市東旭が丘町六丁目５番３３号 平成 18 年 5 月 30 日 
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津市水道局告示第６号 
 津市水道局指定給水装置工事事業者から次のとおり給水装置工事の事業の廃止の届出を

受けたので、津市水道局指定給水装置事業者規程（平成１８年津市水道事業管理規程第１

４号）第１０条第２号の規定により告示する。 
  平成１８年６月２０日 
 

津市水道事業管理者  平 井 秀 次   
 
 
 名         称   所   在   地 廃止年月日 
株式会社ハギワラ 松坂市嬉野下之庄町２３７番地１ 平成 18 年 3 月 31 日 
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